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は じ め に
小論は,｢清洲国｣段階における ｢満洲｣経済の生産カ ー その水準および構造 - の変化を,
マクロ的かつ統計実証的に跡づけようとする試みの一環である｡前 2稿 (山本 [1996],山本
[1997])に引き続 き,ここでは ｢満洲国｣経済開発の主軸をなした鉱工業を中心に考える｡
以下,第 Ⅰ節において ｢満洲国｣以前の ｢満洲｣鉱工業の状況を概観 した後,第Ⅱ節では
｢満洲国｣期 14年間における経済建設計画の変遷を要約的にサーヴェイする｡ 次いで第Ⅲ節で
は,いわゆる第 1次,第 2次 ｢満洲産業開発五 力年計画｣期を中心に開発計画の成果ないし実
































































表 1 満洲工業における業種別･国籍別工場数ならびに投資額 (1932年現在)
工 場 数 投 資
額実 数 割合 (%) 実数 (百万円)
割合 (%)金 属 工 業 248 6
34.61 14機械器具工業 22
3 6 27.65 ll窯 業 510 13 1829 8
紡 績 工 業 800 21 23.92
10化 学 工 業 641 17 6
0.02 25食料 品工業 712
18 48.88 20雑 工 業 74
9 19 28.95 12合 計 3,883 100 24232
100‖ 727 18
154.37 64中 国 資 本 3,081 80 6798 28其 他 外 国 75




































































人 文 学 報
更する意思な く, また日本資本側において も朝鮮など公式植民地への投資が選好 された結果,
この ｢満洲国第 1期経済建設｣時期の開発投資は,概 して次 ぎの 2つの特色を有 した｡
(1) 重要産業の企業体が, 主に, ｢特殊会社｣ (特に制定された法律に基づく会社) ない し
｢準特殊会社｣(命令によりその機能を特殊会社に準ずるとされた会社)の形態をとって創
立 された こと｡
(2) これ ら 1936年 までに創立 された特殊 ･準特殊会社の資本金は,満洲国が (主に敵産
の現物出資という形で) 3分の 1,南満洲鉄道株式会社 (以下,満鉄と略称)が 3分の 1,
其の他が 3分の 1という構成であり,現実の資金調達のうえで満鉄の果た した役割が
重要であ ったこと｡
これ ら2つの特徴 は表 2の示すところに良 く表れている｡
表2 特殊 ･準特殊会社一覧表 (1936年末現在) (単位 :千円)
会 社 名 創 立年 月 払 込資本金帆) 業 務 内 容 出 資 者満洲国政府(B) 内現物 満鉄(C) (
% (% 其 他満洲中央銀行 1932.6 15,000中央銀行業務 15,000 100.0
住友合資出資日石,三井,三菱出資満洲航空会社 1932.9 8,000航空業務 2,1
50 1,100 1,65026.920.6満洲電信電話 1933.8 36,250電信
電話事業 6000 6,000 1,750 16.6 4.8清 洲 石 油
34.2 7,500石油精製採掘 2,625 - 2,25035.030.0同和自動車工業 19 3 32 自動車組立 200
200 1,4506,922 800 6.345.3
日本自動車関係業者出資東拓其他出資大 安 汽 船 1934.3 3
50船舶運航 288 82.3満洲棉花会社 1934.4 50綿
花買入 250 500満洲炭鉱会社 1934.5 16,000石炭採掘,販売 6
,922 43.350.0満洲採金会社 5 7,175採金及精製 3655 2,330 2,500509
34.8満洲竃業会社 1934.ll 90,000電灯,電力事業 17,69416,1
4745,170 19.750.2在満中小電気会社出資大倉組奉天工業土地 1935.3
5,500工業土地経営 2,750 989 2,75050.050.0満洲鉱業開発 1935.8 31 鉱 権取得 1 1,000 13
565435本渓湖煤鉄公司 9 10,000製鉄事業 4,000
4,000 3840.0満洲火薬販売会社1935.ll 375火薬類販売
188 50.110.1満洲拓殖会社 1936.1 12,000日本人移民事業 4,
000 - 4,00033.333.3満洲林業会社 1936.2 2,500森林開発事業 1,25 625500250
満洲塩業会社 1936.4 1,250塩製造販売 3132,00 250 25.050 20.0曹達 5 400曹達,爆薬製造 - 1,002,300 5奉 天 造 兵 所
.7 4,600兵器,弾薬製造満洲弘報協会 1936
.9 1,875新聞事業 542 542 1,20828.950064.4日満
商事会社 1936.10 6,000物品売買,委託 3,600
00満洲生命保険 193610 500生命保険事業 750
満洲計器会社 1936.10 1,500計器製造 750 50.0軽 金 属
.ll 6,250アルミニウム製造 2,500 3,50040.056.0清洲興業銀行 193612 1500産業金融 7
｢満洲国｣鉱工業生産力の水準と構造 (山本)
経済建設に関わるこの時期の成果を一言でいえば,｢経済再編｣ないしは ｢建設準備｣に


































































表3 第 1次 ｢満洲産業開発五箇年計画｣概括表
A 生産力拡充計画 (鉱工業部門)
単位 1936年度末生産能力 当初計画 修 正 計 画生 産 目 標 生 産 目 標 1 対
日送還目標鉄鋼銑鉄 (含ルツペ) 千 トン′′ 850 2,530 4
,500 1,522鋼塊 580 2,0
00 3,160 1,125鋼材 400 1,5
1,200特殊鋼 - - 1鉄鉱石
富鉱 ′′ 640 1,590 2,990貧鉱 2540 6,150 1300
0石炭 ′′ 13,558 27,160 34,9
10 6,000液体燃料石
炭液化 ′′ 800 800 1,770
貢岩池 145 800 650酒精 1トン 15,080 56,69 56,
690アルミニウム ′′ - 20,000 30
,000マグネシユウム ′′ - 50
0 3,000鉛 ′′ 2,200 12,40 29 20,000
亜鉛 ′′ 1,900 6,600 50,000
鍋 ′′ - - 3,00
0塩 ′′ 340,000
973,588 910,520 450曹達灰 ′′ 12,000 2000
72,000化学肥料 ′′ - -
453,990パ ル プ 千 ト
ン 70 120 400金 千円 10,024 212,00
304,012工作機械 ′′ -
- 20,000自動車
1台 - 4,000 差当 30,000飛行機 ′′ 34 5電力火力
KW′′ 458,600 814,6
00 1,330,550水力 - 590,0 24 00兵器
- 現在能力の約 5倍 -車輪機関車客貨 1台′′ ∩.a.
n.a. 新造 85修理 1,66421501
8,490石綿 1トン 150
5,000 5,000B 資金計画 (全 4部門) (単位 :百万円)
当初計画 (全 5年) 修正計画 (第 2年度以降4年間)当 初 補正後 当 初 補正後鉱工業部門 1,3
91 1,600 3,880 3,996交通通信部門 77 82 644 78農畜産部門 143
147 135 149移民部門 274 331 303




































会 社 名 創立年月 資 本 金
備 考公称資本金(千円) 払込資本金(千円) 出資者 引受金額(千円)
引受率(%)(特殊法人) 1937.12450,000450,000満洲国 225,000 50.0鉄鋼
業,軽金属工業,自動車製造業,清洲重工業開発株式会社 一 般 225,000 50.0航空機製造業,石炭磯業等へ
の投資,経営,指導(総裁 .鮎川義介)直揺投資′ゝ (特殊法人) 1918.5 200,000175,000満 業 15
5,000 77.51.銑鉄,鋼材,その副製品の製造株式会社昭和製鋼所 満 鉄
45,000 22.52.鉱石の採掘(理事会長 .鮎川義介)(特殊法人) 1934.3
30,000 18,100満 業 25,440 84.81.自動車の組立同和自動車工業株式会社 自動車工業 105 152
2.自動車の車体 .補給部分の製造三
菱重工業 2,250 3.自動車及び部品の販売川崎
車輪 460 4.自動車の修理日本自動車 34 (理事長 .竹原伝
)(特殊法人) 1934.5 200,000110,00
0満 業 197,762 98.91.石炭の採掘満洲炭碗株式会社
清洲国 1,160 0.62.石炭の販売中 銀 078 53炭鉱業に対する投資
(理事長 .河本大作)(特殊法人) 1936.ll 50,000 50,000満 業 49,000 98.01.アル ミナ,アル ミニューム製造及
満洲軽金属製造株式会社 住 友 500 1.0 び販売日本電化活アルミ曹
4005 0.81 (理事会長 .鮎川義介)(特殊法人) 1938.2 50,000 43,750満 業 50,0 1001.鉱物の採掘
満洲鉱山株式会社 2.鉱物 .鉱産物の売買(取締役会長 .鮎川義
介)3 6 2 20 0,000 100.01.航空機
の製造 .修理 .販売コ三社 満洲飛行機製造株式会社
(理事会長 .理事長 .鮎川義介)(特殊法人) 1939.5 100,000 25,000蒲 業 100
,000 100.01.自動車の製造,修理事業満洲自動車製造株式会社 (理事会長 .鮎川
義介)(準特殊法人) 1938.9 30,000 30,000満 業 20,000 67.01.通化省管内に
おける鉄鉱石 .石炭東辺道開発株式会社 満 炭 10,000 3
3.0 等の採掘販売,鉄鋼等の生産(取締役会長 .鮎川義介)(準特殊法人) 1910.5 1
00,000100,000満 業 40,000 40.01.石炭,鉄鉱,その他製鉄業に必要株式会社本渓湖煤鉄公司 洲国 2
0,000 20.0 な鉱物の採掘大倉組 4 4
0.02.鉄鋼の生産3石炭,鉄鋼の販売(理事会長 .鮎川義介)間接投資′ゝ二王三社 満洲鉛鉱株式会社 193
5.6 4,000 4,000満 山 2,
000 50.01.鉛鉱, 亜鉛鉱, 金銀鉱, 等の採掘目満鉱業 2, 製錬 .加工 .販売(社長 .島田
利吉)満洲マグネシウム工業 1937.7 10,000 5,000満洲軽金属 10,000 100.01.金属マ
グネシウムの製造 .販売株式会社 (取締役社長 .根橋禎三)安奉鉱業株式会社 1937.ll 1,000
500満 山 1,000 100.01.鉱業2 物の売
買(専務取締役 .島凹利吉)熱河鉱業株式会社 1935.10 600 300満 山 600 100.01.受任鉱山の採掘 .精
錬 .売買(専務取締役 .島凹利吉)撫順セメント株式会社 19
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と見られる｡
｢当初計画｣と ｢修正計画｣をふくめた ｢満洲産業開発五箇年計画｣の成果については次節
で検討する｡ さまざまな問題を抱えつつ, この第 1次計画は1941会計年度末をもって終了す
ることになった｡しかし第 1次計画の未完部分を補完し,日満をめぐる国際環境の変化に対応
した一層の生産力拡充をめざして,1941年中には第 2次計画の立案が進んでいた｡この計画














表 5 第 2次 ｢満洲産業開発五箇年計画｣(鉱工業生産力拡充計画)(各年生産目標)
単位 1942年 1943年 1944年 1945年
1946年銑鉄 千 トン′′KW 1,390.0 1,660.0 1,760.0 1,96
0.0 2,290.0普通鋼鋼塊 884.0 1,184.0 1,263.0
1,275.0 1,576.0普通鋼鋼材 517.0 58
9.0 606.0 726.0 952.0鉄鉱石 5,340.0 6,680
.0 7,440.0 8,790.0 10,940.0石炭 27,500.0 31,450 3578 4023 44 3
.0電力 21 234 345 296.0 3
95.0鍋 千 トン′′ 1
.1 1.2 1.3 5.0 5.2
鉛 9.1 ll.0 12.2 12.2 12.
2亜鉛 3.8 4.2 6.8 8.9 8.9
アル ミ 10.0 15.0 15.0 15.0 15.0硫安 246 250 273
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表6 第 1次清洲産業開発五力年計画における主要品目の生産力増加目標と実績
1936年末能力(絶対額) 1936年末能力を100とする目標 (指数)｢当初計画｣目標 l｢修正計画｣目標 1936年末能力を100とする実績 (指数)｣
｣些 年末850千 トン 298
571 241400千 トン 3
75 425 169ll,700千 ト
ン 232 266 242145千 ト
ン 1,103 1,669 1944,000 トンnil
トン340千 トン 500 750 250286
268 31424370千 トン 170 571458,60 KWni1台 306(4,0 台) (5,000台)(30
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に,日本の対 ｢満｣期待 (鉄鋼･石炭等の鉱工業原料)は増大する一方,対 ｢満｣供給は欠乏す
るという矛盾の度を深めることになった｡こうした資材輸入の逼迫が 1939年 1月にはじま
る ｢物動計画｣導入の主要動機であったといわれる｡こうして,本来の ｢生産力拡充計画｣は
















ける ｢対日送還 (供給)目標｣に取り (表7参照),その実績を検討する方法を取る｡
いま,修正計画における ｢送還目標｣に対する送還実績高 (あるいは輸出高)の比率を,各品
目の送還 ピーク時 (1943年以降)について見れば,銑鉄 48%,鋼片 13%,石炭 37%, アルミ





輸出目標 (うち)対日送還目標 生産目標に対する対日送還 の比率 (
%)銑 鉄 千 トン 1,500 1,500
33.3鋼塊 (鋼片) 〟 1,285 1
,125 35.6鋼 材 ′′ 400
1,513 0 0.0石 炭 千 トン液体燃料揮発油 立方 m 6,0
1,513 17.280重 油 千 トン 710
710ll,625 94.7388酒 精 トン 8,090アル ミ ll6
25鉛 ′/ 22,000 22,000
56.4亜 鉛 〝 -4,200 50,00
0 100.0塩 トン 450,000 4
50,000 49.4曹達灰 ′/ 24,840 24
840 34.5化学肥料
千 トンパルプ人絹用 2
50 150 33.11 1000製紙用 〝 6出所:石川 [19
58]第 3表,および原 [1972]第1.4表｡原資料は,国民経済研究協会･金属工業調査会 [1946]附録第12｢満洲産業開発古年計画修正鉱工業部門計画要綱｣｡なお,｢生産
























成時において銑鉄 70万 トン,製鋼 (鋼塊)58万 トン能力を達成していた｡その後,終戦時ま
でに銑鉄 196万 トン,製鋼 (鋼塊)133万 トン能力の設備が建設されたが,生産実績では銑鉄
が1943年の130万 トン,鋼塊が同じく84万 トンをピークとし,1944年に入ると空襲による
被害と華北粘結炭の補給難 (後述)により銑鉄78万 トン,鋼塊44万 トンにまで減退した｡
低燐銑鉄の生産を主とする本渓湖の拡充は,従来の本渓湖高炉2基に加え,1942年 10月ま




























































































1932 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45
出所 :石川 〔1958〕第 3図｡原資料は1932-1936 ｢満洲帝国統計摘要｣ (康徳 5年版)満鉄 ｢満洲経済年報 (昭 13年
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を合算した満洲国全体の発電能力の推移を見れば,1940年において80万kW であったものが,















満業傘下の機械工業部門は,満洲飛行機 (奉天),満洲自動車 (奉天),満洲工廠 (奉天),満
洲工作機械 (奉天),満洲重機 (金州)の5社により担当され,1944年度には ｢その全投資額は









































保のため満洲炭鉱の開発経営の必要を認め, ここに昭和 15年 (1940年) 2月10日をもっ
て平生会長,十河社長の覚書を交換,日鉄 ･日鉄鉱業 ･満炭3社の合弁による資本金一億
円の会社 (密山炭鉱株式会社)が (昭和)16年 (1941年)7月 10日設立をみるにいたった｡
一21-
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5) ｢資金計画｣ と対応する ｢労働力計画｣ もあってしかるできであるが, こうした立案が行われ













7) この課題は松本 [1988]によって問題提起され,松本 [2000]によって回答の一部が示された｡
8) 以下の叙述は,主に石川 [1958]755-757貢に従い,その他に大蔵省管理局 [1950]満洲篇




10) 以下の叙述は,主に石川 [1958]765-767貢によるはか,東北物資調節委員会 [1947]72-
75貢,大蔵省管理局 [1950]満洲篇第 1分冊第 1章 101-107貢,高碕 [1953]第5,第6章,
を参照した｡
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経済に関する調査研究報告書』(アジア経済研究所 ｢海外の産業研究情報収集事業｣60-2)｡
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付表1 満洲における重要鉱工業
業 種 別 単位 1936年 1937年 1938年 1939年 1940年 1941年年度末 生産実績 年度末 生産実績 年度末 生産実績 年度末 生産実績 年
度末 生産実績 年度末設備能力 設備能力 設備能力
設備能力 設備能力 設備能力鉄鋼鉄鉱石 也′′/ノKL施W 2,477,000 811,000 3,290,00
0 3,315.000 3,430,000銑鉄 850,000 648,000 1,850,000 857,00 1,850,000 1023, 2,050,
000 1,062,000 1,725,00040ルツへ鋼塊 580,000 364,000 516,000 580,000 585.000 580,0
00 525,000 580,000 532,000 1,300,000鋼材 400,000 167,00014,648 13,67215 246,00014,3871585 424,000 349,00015,9885 9672573 555,0 353
605,000 386,000 10,000特殊鋼 4,230 5595石炭液体燃料石炭液化オイルシェール 19,401005,000
257284 21,120 2701酒精軽金属アルミニュームマグネシ非鉄金属針 1122 1 5268788
15,00024亜鉛 1,64371 2,17500
2,150 2.261
4,815鍋 10450 1865,48 266548 3,000ti純 5マグ
ネサイト曹達灰 12 ll122 72,000 4493 72,000 54,407 72,000 64,811 72,000化学肥料 (硫安)パルプ木材パルプ葦パルプ豆梓電力火ノJ 20 182,00004 24551,300 3051 13 051 327.1 13.00747 3271 219000 3271018065 955
,400水力
送電設備 (百島)変 容量車輪機関車客貨 ′KMKWH柄 25071,00
0 100.0001,出所 :本表は,① 満蒙同胞援護会調査部 ｢満洲二於ケル重要産業別設備能力追生
産実績｣ 1946年 5月 10日調査 (国民経済研究協会 ･金属工業調査会 (編)
『第 1次満洲産業開発 5ヶ年計画書』 1946年, 140-141頁,所収)を中核資料とし,その他諸資料により
補完 ･拡大 したものである｡主な関連資料は以下のとおり｡② 東北物資調節委員会 『東北経済小叢書 資源及産業 (下)』1947年,63-66貢,および第
10表一第 11表.③ 大蔵省管理局 (編)『日本人の海外活動に関する歴史的調査』清洲篇第 1分冊, 1950年,第 1章
,および同第2分冊,1950年,第 6章｡④ 国民経済研究協会 ｢満洲国重要物資生産計画逝実績表 (自
昭和 13年至昭和 20年)｣(水津資料 No.2742-7)o⑤ 東北財経委員会調査統計処 (蘇)『偽満時期東北経済統計』(復
｢満洲国｣鉱工業生産力の水準と構造 (山本)
部門の設備能力並びに生産実績
生産実績 1942年 1943年 1944年 1945年 摘 要年度末 生産実績 年度末 生産実績 年度末 生産実績
7月末 生産実績設備能力 設備能力
設備能力 設備能力4,343,000 4,481,977 5,397,000 3,934,000 8,645,0
00 満洲製鉄鞍山,本渓湖1-_場I.417.000 2,250,000 1,617,307133 76120 2,115,000 1,728,000 2,115,000 1,246,000 2,524,013306, 80 1 18 10基計画,4基完成,2基操業561 133 843 148
0,000 473,000 満洲製鉄鞍山 満洲住友,満洲ロール461,000 605,000 457,952 630,000 351 827,60034,00002818 ,住友鞍山鋼材,入谷垂1-_莱,其他 3祉大草冶金
,満鉄撫)rn製鉄,本渓湖特殊鋼満洲合成燃料,満鉄撫順満洲石炭液化研究
所6,650 9,214 20,000 7,000 20,000 6,00024,0000028 24.169,00010 7457.98229,00 26,000
40,000 3,00031,000,00026,700,0004 3
300,000 25 362β 210 鉄撫順東西 一二場1283 3 21 9624 4 3 214 4 人間酒精 一二場 (-ルピン 延吉,-イラル),吉林 (建設中)軽 属撫恨 l二項 (5,000屯設備拡張中) 安東軽金属 ,アルミナ迄80%完成マグネシウム営団及び関マグ (三菱)年2,000屯申800屯完成,満軽撫順 二一二場マグネ3 屯 (鉱石還元法)新設中奉大 鉱精錬所
3,800 10,000 6,692 ll,000 2,800 300 満洲鉛鉱コロ島精錬所,奉大金鉱精錬所15060 2,61172,000 59087 3 007 7072 45 37 6072 51 3,5935.060 孝夫金 精錬所,清洲金属安東精錬所 銅710屯精鉱5,000屯 (建設完成未操業
)満洲石綿新京本社,安東 L場,錦州工場南満鉱業 年採掘計画80万屯 製品40万屯曹達 人達工場 1,6 円硫酸2万屯180,000515 327,100 146,5411,063 250,000 140,0007 52 2 250,000 90,0007 42 2 240,0001261,054 化学 (22万屯),満洲製鉄鞍山 (2 ),木漢湖I二壌 (5000屯) 満鉄撫順製油 l二
場 (3万屯),満洲血斯 (3000屯)臼満パルプ,東満パルプ,東洋パルプ,満洲パルプ,鴨
緑汀製紙,満洲は紙康徳等パルプ,錦州等パルプ3,0005 10,000 6.000 10,000 4,000 a_梓パルプ1,0962 1,0947 満洲電業,満洲製鉄鞍山木渓湖,満鉄鮒順,236,000 4 5 155, 6625 15 616,000 鴨細江水亀,松花汗水電鉄,満洲
車輪.大連ドック,人達機械,満洲 一二廠注1)1941,1943,1944年 (皮)数値および摘要 は資料(彰による｡ なお,一部の数値 は資料(彰
により補 f:_.注 2)1936,1937,1938,1939,1940年 (皮)の ｢生産実績｣数値 は資料(卦第 11表 により,一部 は資料(彰に
よ り補正 した｡注 3)1936年 (皮)の ｢設備能力｣ は資料①の 1937年
3月末の数値 を取 り,1938,1939,1940年 (皮)のそれは資料④による｡注4)1945年 7月の ｢設備能力｣ は資料③ (第 1章第 16表) による
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付表 2 終戦直前の主要鉱工業生産能力および実績 (1945年 7月調査)(1)
品 目 単位 1945年 7月現在生 産 能 力 1944年実績 備 考生 産
輸 出 輸 入(1)鉄鋼1.鉄鉱石 施′′ 8,645,000 3,784,987 714,000263 858輸出は1943年は朝鮮,華北,輸入は日本2.銑鉄 2,52
4,000 1,159,4003.鋼塊
1,330,000 439,0004
.鋼材 827,600 282,0005特殊鋼 製鋼 7




Kw,2.火力 1,054,0002,641,348,174 発電量はKwH(4)軽金属1アルミニュームマグネシ 施′′
′ 10,000建設中 4581 8,4410.4 5,067(5)非鉄金属1.
鍋 (電気銅) ′′
3,500 2,095 2,166 1,314750輸入は日本2.鉛 (電気鉛)
7,000 6,3753.亜鉛 (電気亜鉛)4水 3建設中 45
1,200 50784 5700(6)非金
属1.マグネサイト ′′ 935,000 713,800 12,0392蛍石 268 969 5400(7)機械工業鉄道および車輪工作機械 .等3電気4産業 柄万円也 機関車 11小型機関車 3貨 43工作 械 28具 9軸受
1,500電線 43通信機 75其他 5020 ) 1313,2001521413 全量日本軍へ5.自動車6航空機 A口万円仁コム′′ 車台組立 .製造 9部品製造
,500
｢満洲国｣鉱工業生産力の水準と構造 (山本)
付表 2 終戦直前の主要鉱工業生産能力および実績 (1945年7月調査)(2)
品 目 単位 1945年 7月現在生 産 能 力 1944年実績 備 考生 産
輸 出 輸 入7.兵器 丁′′万発門個 銃剣 120,000軽機関銃 1垂 5迫撃砲小銃 3実包 75重榔弾筒 4各種 丸 多数砲帯鏡双眼 1防毒面 5落下傘 不明
全量日本軍へ(8)化学工業1.曹達灰 施′′ 60,000 49,011 6
,38210876 4,531
2.苛性曹達 14,000 5,5
163.硫安 240,000 42,9014消 12 10657 55
14,5875.カーバイト 14,000 10,1536 タ ル 170
00 31,5207.ベンゾール 32,0 934 508(9)人造石油 ′′ 粗油 280 2000 230,00 撫順貢岩油ノミ,
輸出は全量日本へ(10)洋灰 ′ 1,820,000 1
,132,550 21,992(ll)パルプ ′ 126
,000 43,740 9,380(12)紘 ′ 17629
45,860 1,000 20,000(13)繊維工業1
.綿紡績 (大事業体)糸 棉 371,800 132,8
56綿布 反
4,289,760 2,940,1433 83365カタン糸 ク
ロス 430,000特殊布地 反 115其他糸 kg 21
0メリヤス製品同 (中小
事業体)綿布 打皮 120,0007,691タオル 1243 1,090,80347252652 65絹織物 戻 6 28ゲートル靴下軍足 .軍手2.毛紘績ラシャサ ジ布地和紡毛布メリヤス製品 ′′
栄′′
組
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付表 2 終戦直前の主要鉱工業生産能力および実績 (1945年 7月調査)(3)
品 目 単位 1945年 7月現在生 産 能 力 1944年実績 備 考生 産
輸 出 輸 入3.亜麻綿状麻縫糸麻綱索布地 施′′平方米 2,2443304636




戻 33,000メリヤス肌衣 打 24
絹撚糸5.紡麻麻袋 施枚 214,934,1
80麻糸 棉 9,97
2麻袋換算数 枚 5,961,0006.人造繊維 施 6(14)食品.噂好品1豆池2 粕3製粉 ′′ノヾ レ ノレ ? 9838 58,000519
00023 271,0004.煙草
億本 2405.甜菜糖 万担 17(1
5)酒精 肝 75,000 27,000(16 製塩
